
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 255 商工会補助事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 工業のさらなる成長を支えよう

の位置
基本事業 工業

主管課名 産業課 課長名 廣瀬　敏文
この事務事業の開始時期 不明 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市内の商工業の育成を図るため、商工会が実施する地 商工業者等で組織する団体において経営の合理化、技
域振興事業、経営改善普及事業、街路灯電気料、Web 術の向上のため、研修会や研究会等を実施するための
サイト事業に係る経費の３分の１を補助する。 経費を補助し、市内の商工業者の発展に寄与する。
「SDGsの取り組み：9、10、12、17」 現在、商業集積に参画していない一部の商店について
　　　　　　　　　　　　　 は、依然として厳しい経営状況となっている。

よって、商業集積に出店しなかった店舗の活性化を図
るべく、支援を行う。

市内商工業者を対象とする指導、商工業及び地域

令

振興に資する事業に対

和

する補助を
R2年度に

 

実施した具体的な した

3

。
事業の方法、手順、

年

指標に対す お食事商品

度

券発行事業を行った。

（

る成果等

事務事業を取

2

り巻く状況は過去と比

年

べ変化しているか (1

度

)活動指標（事務事業

実

の活動量を表す指標）

施

リーマンショック以来

分

続く経済不況が市内商

）

工業者の経営 名称 単位

事

状況に影響している。

務

① 事業項目（メニュー

事

）数 項目
変 化

②
内 

業

容

対象(この事業の対

目

象、範囲となる人、物

的

) (2)対象指標（対

評

象の大きさを表す指標

価

）

みよし商工会 名称 単

表

位
① 会員数 人
②

目的(

様

この事業によって上記

式

対象をどのような状態

1

にしたいのか) (3)

-

成果指標（目的の達成

1

度を示す指標）

商工業

記

者に対し、経営等の指

入

導を行う 名称 単位
商工

日

業の振興に資する事業

令

を行う ① 事業実施回数

和

回
② 事業参加会員数 人

0

結果(上位基本事業の

3

意図) (4)結果の成

年

果指標（上位基本事業

1

の成果指標）

商工業者

2

の資金運用をしやすく

月

する 名称 単位
① 中小企

0

業補助事業の融資件数

8

件
② 信用保証料補助金

日

の交付件数 件

事務事業

１

の各種指標の実績と見

事

込及び目標

H31年度

務

R2年度 R2年度 R3

事

年度 R4年度 R5年度

業

R6年度
指標 ＼ 年

の

度 単位
実績値 計画値 実

現

績値 計画値 目標値 目標

状

値 目標値
(1)の ① 項

　

目 29 30 29 30 3

Ｐ

0 30 30
活動指標 ②

Ｌ

(2)の ① 人 925 9

Ａ

30 927 935 94

Ｎ

0 945 950
対象指

及

標 ②
(3)の ① 回 1,

び

066 1,000 1,

Ｄ

756 1,000 1,

Ｏ

000 1,000 1,

事

000
成果指標 ② 人 1

務

,400 1,500 1

事

,858 1,500 1

業

,500 1,500 1

名

,500
(4)の結果

N

の ① 件 26 240 13

o

30 30 30 30
成果

.

指標 ② 件 35 240 3

2

3 45 45 45 45
予

5

算費目 会計 01 一般

5

会計 款 07 項 01 目 0

商

2

コスト 年度 H31年

工

度 R2年度 R2年度 R

会

3年度 R4年度 R5年

補

度 R6年度
実績値 計画

助

値 実績値 計画値 目標値

事

目標値 目標値
事業費(

業

決算又は予算額)Ａ 単

政

位 56,139 29,

策

016 24,224 2

こ

7,558 30,02

の

1 30,021 30,

事

021

財
源
内
訳

 国庫

務

支出金 千円 27,99

事

1 0 0 0 0 0 0
 県支

業

出金 千円 0 0 0 0 0 0

施

0
 地方債 千円 0 0 0

策

0 0 0 0
 その他 千円

の

1,184 0 11,8

位

80 0 0 0 0
 一般財

置

源 千円 26,964 2

基

9,016 12,34

本

4 27,558 30,

事

021 30,021 3

業

0,021
人件費Ｂ 千

主

円 4,814 6,47

管

4 4,814 4,23

課

3 4,233 4,23

名

3 4,233
正職員従

課

事時間×人数 時間×人

長

290× 5 390× 5

名

290× 5 255× 5

こ

255× 5 255× 5

の

255× 5
正職員以外

事

の人件費 千円 0 0 0 0

務

0 0 0
その他の費用Ｃ

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
ト

業

ータルコストA+B+

の

C 千円 60,953 3

開

5,490 29,03

始

8 31,791 34,

時

254 34,254 3

期

4,254
単位あたり

事

コスト ① 千円/人 65

務

.9 38.2 31.3

区

34 36.4 36.2

分

36.1
（ﾄｰﾀﾙｺ

法

ｽﾄ/(2)の対象指

定

標）② 千円/ 0 0 0 0

受

0 0 0

1

託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

す（目
その理由

的の追

業

加・拡充又は絞込）

必

名

要はありませんか？ ■

N

ない

有
効
性

ニーズに合

o

わせた事業を行うこと

.

により、工場の可能性

2

がある。
今以上に事業

5

の成果を向上

させる方

5

法を記入して下さ

い。

商

内　容
※(3)の成果

工

指標を向上させる

　こ

会

とはできますか？

商工

補

会の加入率が少しづつ

助

伸びていて、商工会の

事

各部会の活動事業が拡

業

大して
目的達成状況 内

２

　容 いる。

□民間への

評

一部委託 □民間への全

価

部委託
市関与の必要性

　

□指定管理 ■補助金・

Ｃ

負担金助成 □市の直営

Ｈ

内　容
　（実施手法）

Ｅ

市内の商工業の育成の

Ｃ

ため、行政が支援を行

Ｋ

う。

効
率
性

統廃合は出

目

来ない。
事務事業の統

的

廃合により、

事業の効

妥

率化を図り、成果
内　

当

容
を向上させる方法を

性

記入し

て下さい。

現状

こ

より、事業費・人件費

の

の削減は出来ない。
現

事

状より事業費・人件費

業

を

削減する方法を記入

の

して下

さい。（仕様の

必

変更、外部 内　容
委託

要

、従事時間の削減等は

性

できないか？)

公
平
性

は

直接的な受益者はなし

薄

□ ある □ 現状で適正
受

れ

益者負担はありますか

て

？

また、受益者負担割

得

合は適 □ ない □ 検討が

ら

必要 内　容
正ですか？

れ

■ 受益者がいない

３
改

て

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

い

Ｎ

商工会の加入率が伸

る

び悩んでおり、 商工会

い

職員による企業の巡回

ま

訪問を
事業実施上の課

せ

題、住 さらに加入促進

ん

に努める必要がある 実

か

施する。みよし市の活

。

性化補助金
民・議会等

十

からの意見 意　見 。 対

分

応策 や融資制度を活用

な

した創業支援等の
と対

成

応策 商工会の各部会の

果

活動事業を拡大し 活用

が

を推進する。
ていくた

理

めの補助の要望がある

　

。
商工業者を対象とす

由

る指導、商工業 変更・

得

追加なし
R3年度の事

ら

業計画は前 変　更
及び

れ

地域振興に資する事業

て

に対する
年度から変更

い

・追加は 前年度 ・
補助

ま

をした。プレミアム商

す

品券発送
あるか 追　加

か

事業を行った。

今後の

？

事業・コスト・成果の

得

方向性 今後の事業の方

ら

向性、改革・改善案
※

れ

今年度からの具体的な

て

事業の進め方、手段の

い

見直し等、各方向性の

な

内容

　　　　　　　　

い

　□　拡大 商工会職員

事

による企業の巡回訪問

業

を実施し、商工会諸
　

進

　　　　　　　　□　

展

改善 事業（創業支援、

等

専門指導、経営改革、

に

各種講習会の
　　　　

よ

　　　　　■　現状維

る

持 開催）の活用提案を

環

行い、小規模事業者の

境

経営効率化
　　　　　

変

　　　　□　縮小 を図

化

って行く。
　　　　　

あ

　　　　□　統合
　　

る

　　　　　　　□　完

に

了
　　　　　　　　　

伴

□　廃止・休止
コスト

い

の方向性
　　　　　　

、

　　　→　維持
成果の

対

方向性
　　　　　　　

象

　　→　維持

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 255 商工会補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

商工会の加入率が少しづつ伸びていて、商工会の各部会の活
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

動事業が拡大している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴

様

い、対象を見直す（拡

式

その理由
大・縮小）必

1

要はありませ
■ ない

ん

-

か？

目的を見直すこと

2

は出来ない。
事業進展

事

等による環境変化 □ あ

務

る
に伴い、目的を見直



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 256 商工団体振興補助事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 工業のさらなる成長を支えよう

の位置
基本事業 工業

主管課名 産業課 課長名 廣瀬　敏文
この事務事業の開始時期 昭和40年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

商工諸団体 経営環境の変化に耐えうるため、商工業者等で組織す
豊田法人会みよし支部、アパート組合、工業経済会、 る団体が実施する経営の合理化、技術の向上のための
たばこ小売人会、雇用対策協議会の振興事業及び研修 研修会や研究会等の経費を補助し、市内の商工業者の
事業に対して補助金を交付する 経営体力の向上を支援する必要がある。
「SDGsの取り組み：8、10、17」

商工団体が行った事業（研修会、講演会等）に対して補助をした。
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標

令

（事務事業の活動量を

和

表す指標）

平成14年

 

度より、定額補助から

3

事業費に対する補助へ

年

と変 名称 単位
更した。

度

① 事業実施回数 回
変 

（

化
 ②

内 容

対象(こ

2

の事業の対象、範囲と

年

なる人、物) (2)対

度

象指標（対象の大きさ

実

を表す指標）

商工団体

施

（5団体） 名称 単位
【

分

みよし市工業経済会、

）

豊田法人会みよし支部

事

、みよし市アパー ① 会

務

員数 人
ト組合、みよし

事

市たばこ小売人会、み

業

よし市雇用対策協議会

目

】 ②
目的(この事業に

的

よって上記対象をどの

評

ような状態にしたいの

価

か) (3)成果指標（

表

目的の達成度を示す指

様

標）

会員の資質向上及

式

び会員相互の情報交換

1

等商工団体の活動が活

-

発 名称 単位
に行われる

1

ことにより市内の商工

記

業の発展につなげる ①

入

活発に活動できる団体

日

数/全団体 ％
②

結果(

令

上位基本事業の意図)

和

(4)結果の成果指標

0

（上位基本事業の成果

3

指標）

商工業者の資金

年

運用をしやすくする 名

1

称 単位
① 中小企業補助

2

事業の融資件数 件
② 信

月

用保証料補助金の交付

0

件数 件

事務事業の各種

8

指標の実績と見込及び

日

目標

H31年度 R2年

１

度 R2年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

務

度
指標 ＼ 年度 単位

事

実績値 計画値 実績値 計

業

画値 目標値 目標値 目標

の

値
(1)の ① 回 55 6

現

0 14 60 60 60 6

状

0
活動指標 ②
(2)の

　

① 人 509 550 52

Ｐ

1 550 550 550

Ｌ

550
対象指標 ②
(3

Ａ

)の ① ％ 100 100

Ｎ

100 100 100 1

及

00 100
成果指標 ②

び

(4)の結果の ① 件 2

Ｄ

6 240 13 30 30

Ｏ

30 30
成果指標 ② 件

事

35 240 33 45 4

務

5 45 45
予算費目 会

事

計 01 一般会計 款 0

業

7 項 01 目 02

コスト

名

年度 H31年度 R2年

N

度 R2年度 R3年度 R

o

4年度 R5年度 R6年

.

度
実績値 計画値 実績値

2

計画値 目標値 目標値 目

5

標値
事業費(決算又は

6

予算額)Ａ 単位 1,3

商

04 1,685 1,1

工

74 1,663 1,6

団

63 1,663 1,6

体

63

財
源
内
訳

 国庫支

振

出金 千円 0 0 0 0 0 0

興

0
 県支出金 千円 0 0

補

0 0 0 0 0
 地方債 千

助

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

事

の他 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 一般財源 千円 1,

政

304 1,685 1,

策

174 1,663 1,

こ

663 1,663 1,

の

663
人件費Ｂ 千円 1

事

,324.7 1,32

務

4.7 1,324.7

事

1,324.7 1,3

業

24.7 1,324.

施

7 1,324.7
正職

策

員従事時間×人数 時間

の

×人 133× 3 133

位

× 3 133× 3 133

置

× 3 133× 3 133

基

× 3 133× 3
正職員

本

以外の人件費 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
その他の費

業

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

主

0
トータルコストA+

管

B+C 千円 2,628

課

.7 3,009.7 2

名

,498.7 2,98

課

7.7 2,987.7

長

2,987.7 2,9

名

87.7
単位あたりコ

こ

スト ① 千円/人 5.2

の

5.5 4.8 5.4 5

事

.4 5.4 5.4
（ﾄ

務

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

事

の対象指標）② 千円/

業

0 0 0 0 0 0 0

1

の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

る
に伴い、目的を見直

業

す（目
その理由

的の追

名

加・拡充又は絞込）

必

N

要はありませんか？ ■

o

ない

有
効
性

各団体にお

.

いて効果的な事業に積

2

極的に取組んでもらえ

5

るよう、必要な情報提

6

今以上に事業の成果を

商

向上
供等を行う。

させ

工

る方法を記入して下さ

団

い。 内　容
※(3)の

体

成果指標を向上させる

振

　ことはできますか？

興

商工団体の活性化及び

補

育成。
目的達成状況 内

助

　容

□民間への一部委

事

託 □民間への全部委託

業

市関与の必要性 □指定

２

管理 ■補助金・負担金

評

助成 □市の直営
内　容

価

　（実施手法） 各諸団

　

体への補助。

効
率
性

統

Ｃ

廃合は出来ない。
事務

Ｈ

事業の統廃合により、

Ｅ

事業の効率化を図り、

Ｃ

成果
内　容

を向上させ

Ｋ

る方法を記入し

て下さ

目

い。

現状より、事業費

的

・人件費の削減は出来

妥

ない。
現状より事業費

当

・人件費を

削減する方

性

法を記入して下

さい。

こ

（仕様の変更、外部 内

の

　容
委託、従事時間の

事

削減等は

できないか？

業

)

公
平
性

直接的な受益

の

者はなし
□ ある □ 現状

必

で適正
受益者負担はあ

要

りますか？

また、受益

性

者負担割合は適 □ ない

は

□ 検討が必要 内　容
正

薄

ですか？
■ 受益者がい

れ

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

て

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

商工諸団体

得

から補助対象経費の性

ら

質 商工諸団体の要望把

れ

握に努め、補助
事業実

て

施上の課題、住 上、補

い

助金申請がしづらいと

る

の意見 メニューの拡充

い

、見直しが必要。
民・

ま

議会等からの意見 意　

せ

見 がある。 対応策
と対

ん

応策

商工団体が行った

か

事業（研修会、講 変更

。

・追加なし
R3年度の

十

事業計画は前 変　更
演

分

会等）に対して補助を

な

した。
年度から変更・

成

追加は 前年度 ・
あるか

果

追　加

今後の事業・コ

が

スト・成果の方向性 今

理

後の事業の方向性、改

　

革・改善案
※今年度か

由

らの具体的な事業の進

得

め方、手段の見直し等

ら

、各方向性の内容

　　

れ

　　　　　　　□　拡

て

大 商工諸団体の会員の

い

減少や、補助申請の減

ま

少の傾向が
　　　　　

す

　　　　□　改善 見ら

か

れることから、会員増

？

加に向けた補助メニュ

得

ーの
　　　　　　　　

ら

　■　現状維持 拡充、

れ

対象経費の見直しを検

て

討。
　　　　　　　　

い

　□　縮小
　　　　　

な

　　　　□　統合
　　

い

　　　　　　　□　完

事

了
　　　　　　　　　

業

□　廃止・休止
コスト

進

の方向性
　　　　　　

展

　　　→　維持
成果の

等

方向性
　　　　　　　

に

　　→　維持

2

よる環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 256 商工団体振興補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

諸団体の活性化には結びついているが、商工業者の経営の安
この事業の必要性は薄れて □ 得られている

定化には直接結びついていない。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ ■ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等によ

様

る環境変化
□ ある

に伴

式

い、対象を見直す（拡

1

その理由
大・縮小）必

-

要はありませ
■ ない

ん

2

か？

目的を見直すこと

事

は出来ない。
事業進展

務

等による環境変化 □ あ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 257 中小企業補助事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 工業のさらなる成長を支えよう

の位置
基本事業 工業

主管課名 産業課 課長名 廣瀬　敏文
この事務事業の開始時期 昭和60年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①愛知県融資制度「小規模企業等振興資金」「経済環 中小企業の資金繰りは安定した経営を目指す上での課
境適応資金（サポート資金、パワーアップ資金）」の 題であり、借入の際の負担を軽減し借入しやすい環境
借入に伴い発生する信用保証料の一部を補助する。 を提供することは、経営の安定化につながるため必要
②㈱日本政策金融公庫の融資制度「小規模事業者経営 である。
改善資金」の借入に伴い発生する利子の一部を補助す
る。
「SDGsの取り組み：8」

愛知県の融資制度「小規模企業等振興基金」及び「経済環境適応資金（サポート資
R2年度に実施した具体的な 金・パワーアップ資金）」

令

を利用する際に必要と

和

なる信用保証料の一部

 

を補助した
事業の方法

3

、手順、指標に対す 。

年

る成果等 ㈱日本施策金

度

融公庫の融資制度「小

（

規模事業者経営改善資

2

金」の借入に伴い発生

年

す
る利子の一部を補助

度

した。

事務事業を取り

実

巻く状況は過去と比べ

施

変化しているか (1)

分

活動指標（事務事業の

）

活動量を表す指標）

金

事

融機関の融資利用が増

務

加しており申込件数が

事

減少してい 名称 単位
る

業

。 ① 補助金交付者数 件

目

変 化
②

内 容

対象(

的

この事業の対象、範囲

評

となる人、物) (2)

価

対象指標（対象の大き

表

さを表す指標）

「小規

様

模企業等振興基金」及

式

び「経済環境適応資金

1

」を利用した 名称 単位

-

者 ① 中小企業補助事業

1

の融資件数 件
「小規模

記

事業者経営改善資金」

入

を利用した者 ②
目的(

日

この事業によって上記

令

対象をどのような状態

和

にしたいのか) (3)

0

成果指標（目的の達成

3

度を示す指標）

利用者

年

の負担が軽減される 名

1

称 単位
融資制度の積極

2

的な利用が図られる ①

月

補助金交付額 千円
②

結

0

果(上位基本事業の意

8

図) (4)結果の成果

日

指標（上位基本事業の

１

成果指標）

商工業者の

事

資金運用をしやすくす

務

る 名称 単位
① 中小企業

事

補助事業の融資件数 件

業

② 信用保証料補助金の

の

交付件数 件

事務事業の

現

各種指標の実績と見込

状

及び目標

H31年度 R

　

2年度 R2年度 R3年

Ｐ

度 R4年度 R5年度 R

Ｌ

6年度
指標 ＼ 年度

Ａ

単位
実績値 計画値 実績

Ｎ

値 計画値 目標値 目標値

及

目標値
(1)の ① 件 3

び

5 240 33 45 45

Ｄ

45 45
活動指標 ②
(

Ｏ

2)の ① 件 26 240

事

13 30 30 30 30

務

対象指標 ②
(3)の ①

事

千円 2,980 240

業

,000 15,099

名

3,500 3,500

N

3,500 3,500

o

成果指標 ②
(4)の結

.

果の ① 件 26 240 1

2

3 30 30 30 30
成

5

果指標 ② 件 35 240

7

33 45 45 45 45

中

予算費目 会計 01 一

小

般会計 款 07 項 01 目

企

02

コスト 年度 H31

業

年度 R2年度 R2年度

補

R3年度 R4年度 R5

助

年度 R6年度
実績値 計

事

画値 実績値 計画値 目標

業

値 目標値 目標値
事業費

政

(決算又は予算額)Ａ

策

単位 3,907 9,0

こ

00 15,521 41

の

,839 9,000 9

事

,000 9,000

財

務

源
内
訳

 国庫支出金 千

事

円 0 0 11,956 0

業

0 0 0
 県支出金 千円

施

0 0 0 0 0 0 0
 地方

策

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

 その他 千円 167 1

位

1,082 1 1 1 1
 

置

一般財源 千円 3,74

基

0 8,999 2,48

本

3 41,838 8,9

事

99 8,999 8,9

業

99
人件費Ｂ 千円 3,

主

984 5,478 4,

管

382.4 3,984

課

3,984 3,984

名

3,984
正職員従事

課

時間×人数 時間×人 3

長

00× 4 330× 5 3

名

30× 4 300× 4 3

こ

00× 4 300× 4 3

の

00× 4
正職員以外の

事

人件費 千円 0 0 0 0 0

務

0 0
その他の費用Ｃ 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
トー

業

タルコストA+B+C

の

千円 7,891 14,

開

478 19,903.

始

4 45,823 12,

時

984 12,984 1

期

2,984
単位あたり

事

コスト ① 千円/件 30

務

3.5 60.3 1,5

区

31 1,527.4 4

分

32.8 432.8 4

法

32.8
（ﾄｰﾀﾙｺ

定

ｽﾄ/(2)の対象指

受

標）② 千円/ 0 0 0 0

託

0 0 0

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

込）

必要はありません

業

か？ ■ ない

有
効
性

市内

名

金融機関に対して説明

N

会を開催し制度の周知

o

に努める。
今以上に事

.

業の成果を向上

させる

2

方法を記入して下さ

い

5

。 内　容
※(3)の成

7

果指標を向上させる

　

中

ことはできますか？

利

小

用者の負担軽減と、融

企

資制度の積極的な利用

業

。
目的達成状況 内　容

補

□民間への一部委託 □

助

民間への全部委託
市関

事

与の必要性 □指定管理

業

■補助金・負担金助成

２

□市の直営
内　容

　（

評

実施手法） 信用保証料

価

の補助。

効
率
性

統廃合

　

は出来ない。
事務事業

Ｃ

の統廃合により、

事業

Ｈ

の効率化を図り、成果

Ｅ

内　容
を向上させる方

Ｃ

法を記入し

て下さい。

Ｋ

現状より、事業費・人

目

件費の削減は出来ない

的

。
現状より事業費・人

妥

件費を

削減する方法を

当

記入して下

さい。（仕

性

様の変更、外部 内　容

こ

委託、従事時間の削減

の

等は

できないか？)

公

事

平
性

直接的な受益者は

業

なし
□ ある □ 現状で適

の

正
受益者負担はありま

必

すか？

また、受益者負

要

担割合は適 □ ない □ 検

性

討が必要 内　容
正です

は

か？
■ 受益者がいない

薄

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

れ

Ｉ
Ｏ
Ｎ

借入実績は景気

て

の状況により毎年変 景

得

気の動向を注視する必

ら

要がある。
事業実施上

れ

の課題、住 動するため

て

、過不足なく予算計上

い

す
民・議会等からの意

る

見 意　見 ることが困難

い

。 対応策
と対応策

融資

ま

制度の信用保証料の一

せ

部を補助 変更・追加な

ん

し
R3年度の事業計画

か

は前 変　更
した。

年度

。

から変更・追加は 前年

十

度 ・
借入に伴い発生す

分

る利子の一部を補
ある

な

か 追　加
助した。

今後

成

の事業・コスト・成果

果

の方向性 今後の事業の

が

方向性、改革・改善案

理

※今年度からの具体的

　

な事業の進め方、手段

由

の見直し等、各方向性

得

の内容

　　　　　　　

ら

　　□　拡大 今後も継

れ

続的に借入の際に発生

て

する信用保証料・利子

い

　　　　　　　　　□

ま

　改善 の一部を補助す

す

る。
　　　　　　　　

か

　■　現状維持
　　　

？

　　　　　　□　縮小

得

　　　　　　　　　□

ら

　統合
　　　　　　　

れ

　　□　完了
　　　　

て

　　　　　□　廃止・

い

休止
コストの方向性
　

な

　　　　　　　　↓　

い

減少
成果の方向性
　　

事

　　　　　　　→　維

業

持

2

進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 257 中小企業補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

融資制度の積極的な利用が図られている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮

様

小）必要はありませ
■

式

ない
んか？

目的を見直

1

すことは出来ない。
事

-

業進展等による環境変

2

化 □ ある
に伴い、目的

事

を見直す（目
その理由

務

的の追加・拡充又は絞



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 258 中小企業事業資金預託事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 工業のさらなる成長を支えよう

の位置
基本事業 工業

主管課名 産業課 課長名 廣瀬　敏文
この事務事業の開始時期 昭和44年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

事業を営んでいる個人または中小企業の商工業者の経 個人または中小企業の商工業者の資金繰りは安定した
営安定を支援するための融資制度を運営するために、 経営を目指す上での課題であり、金融機関に資金を預
愛知県と協調して市内の取り扱い金融機関に資金を預 託し融資実行を後押しすることは、商工業者が借入し
託する。（愛知県は市の２倍を預託） やすい環境を提供し経営の安定化につながるため必要
「SDGsの取り組み：8」 である。

中小企業者が事業上必要とする資金の融資を円滑にするため、小規模企業等振興資
R2年度に実施した具体的な 金融資を行う市内金融機関

令

に対し、その資金を預

和

託した。
事業の方法、

 

手順、指標に対す
る成

3

果等

事務事業を取り巻

年

く状況は過去と比べ変

度

化しているか (1)活

（

動指標（事務事業の活

2

動量を表す指標）

金融

年

機関の融資利用が増加

度

しており、申込件数が

実

減少して 名称 単位
いる

施

。 ① 預託額 千円
変 化

分

②
内 容

対象(この事

）

業の対象、範囲となる

事

人、物) (2)対象指

務

標（対象の大きさを表

事

す指標）

市内金融機関

業

（6行） 名称 単位
① 市

目

内金融機関数 行
②

目的

的

(この事業によって上

評

記対象をどのような状

価

態にしたいのか) (3

表

)成果指標（目的の達

様

成度を示す指標）

円滑

式

な融資を行うための条

1

件整備をする 名称 単位

-

① 融資件数 件
② 融資金

1

額 千円

結果(上位基本

記

事業の意図) (4)結

入

果の成果指標（上位基

日

本事業の成果指標）

商

令

工業者の資金運用をし

和

やすくする 名称 単位
①

0

中小企業補助事業の融

3

資件数 件
② 信用保証料

年

補助金の交付件数 件

事

1

務事業の各種指標の実

2

績と見込及び目標

H3

月

1年度 R2年度 R2年

0

度 R3年度 R4年度 R

8

5年度 R6年度
指標 

日

＼ 年度 単位
実績値 計

１

画値 実績値 計画値 目標

事

値 目標値 目標値
(1)

務

の ① 千円 58,000

事

58,000 58,0

業

00 58,000 58

の

,000 58,000

現

58,000
活動指標

状

②
(2)の ① 行 6 6 6

　

6 6 6 6
対象指標 ②
(

Ｐ

3)の ① 件 26 240

Ｌ

13 30 30 30 30

Ａ

成果指標 ② 千円 111

Ｎ

,450 1,800,

及

000 59,920 1

び

40,000 140,

Ｄ

000 140,000

Ｏ

140,000
(4)

事

の結果の ① 件 26 24

務

0 13 30 30 30 3

事

0
成果指標 ② 件 35 2

業

40 33 45 45 45

名

45
予算費目 会計 01

N

 一般会計 款 07 項 0

o

1 目 02

コスト 年度 H

.

31年度 R2年度 R2

2

年度 R3年度 R4年度

5

R5年度 R6年度
実績

8

値 計画値 実績値 計画値

中

目標値 目標値 目標値
事

小

業費(決算又は予算額

企

)Ａ 単位 58,015

業

58,019 58,0

事

07 58,019 58

業

,019 58,019

資

58,019

財
源
内
訳

金

 国庫支出金 千円 0 0

預

0 0 0 0 0
 県支出金

託

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

事

地方債 千円 0 0 0 0 0

業

0 0
 その他 千円 58

政

,000 58,000

策

58,000 58,0

こ

00 58,000 58

の

,000 58,000

事

 一般財源 千円 15 1

務

9 7 19 19 19 19

事

人件費Ｂ 千円 2,65

業

6 2,656 2,65

施

6 2,656 2,65

策

6 2,656 2,65

の

6
正職員従事時間×人

位

数 時間×人 200× 4

置

200× 4 200× 4

基

200× 4 200× 4

本

200× 4 200× 4

事

正職員以外の人件費 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
その

主

他の費用Ｃ 千円 0 0 0

管

0 0 0 0
トータルコス

課

トA+B+C 千円 60

名

,671 60,675

課

60,663 60,6

長

75 60,675 60

名

,675 60,675

こ

単位あたりコスト ① 千

の

円/行 10,111.

事

8 10,112.5 1

務

0,110.5 10,

事

112.5 10,11

業

2.5 10,112.

の

5 10,112.5
（

開

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

始

)の対象指標）② 千円

時

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

理由
的の追加・拡充又

業

は絞込）

必要はありま

名

せんか？ ■ ない

有
効
性

N

景気の動向に左右され

o

る部分が多いので今以

.

上の向上は難しい。
今

2

以上に事業の成果を向

5

上

させる方法を記入し

8

て下さ

い。 内　容
※(

中

3)の成果指標を向上

小

させる

　ことはできま

企

すか？

中小企業者の経

業

営安定化。
目的達成状

事

況 内　容

□民間への一

業

部委託 ■民間への全部

資

委託
市関与の必要性 □

金

指定管理 □補助金・負

預

担金助成 □市の直営
内

託

　容
　（実施手法） 金

事

融機関に資金を預託す

業

る。

効
率
性

統廃合は出

２

来ない。
事務事業の統

評

廃合により、

事業の効

価

率化を図り、成果
内　

　

容
を向上させる方法を

Ｃ

記入し

て下さい。

現状

Ｈ

より、事業費・人件費

Ｅ

の削減は出来ない。
現

Ｃ

状より事業費・人件費

Ｋ

を

削減する方法を記入

目

して下

さい。（仕様の

的

変更、外部 内　容
委託

妥

、従事時間の削減等は

当

できないか？)

公
平
性

性

直接的な受益者はなし

こ

□ ある □ 現状で適正
受

の

益者負担はありますか

事

？

また、受益者負担割

業

合は適 □ ない □ 検討が

の

必要 内　容
正ですか？

必

■ 受益者がいない

３
改

要

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

性

Ｎ

預託金は前年の各金

は

融機関の貸付実 常に景

薄

気の動向を注視する必

れ

要があ
事業実施上の課

て

題、住 績により変動す

得

るが、近年の景気の る

ら

。
民・議会等からの意

れ

見 意　見 不透明感によ

て

り予測をすることが困

い

対応策
と対応策 難。

中

る

小企業者が事業上必要

い

とする資金 変更・追加

ま

なし
R3年度の事業計

せ

画は前 変　更
の融資を

ん

円滑にするため、小規

か

模企
年度から変更・追

。

加は 前年度 ・
業等振興

十

資金融資を行う市内金

分

融機
あるか 追　加

関に

な

対し、その資金を預託

成

した。

今後の事業・コ

果

スト・成果の方向性 今

が

後の事業の方向性、改

理

革・改善案
※今年度か

　

らの具体的な事業の進

由

め方、手段の見直し等

得

、各方向性の内容

　　

ら

　　　　　　　□　拡

れ

大 景気の緩やかに上昇

て

傾向にあったが、昨今

い

は景気の動
　　　　　

ま

　　　　□　改善 向が

す

不安定になりつつある

か

。社会情勢の変化は依

？

然と
　　　　　　　　

得

　■　現状維持 して激

ら

しく、継続した支援の

れ

必要性がある。
　　　

て

　　　　　　□　縮小

い

　　　　　　　　　□

な

　統合
　　　　　　　

い

　　□　完了
　　　　

事

　　　　　□　廃止・

業

休止
コストの方向性
　

進

　　　　　　　　→　

展

維持
成果の方向性
　　

等

　　　　　　　→　維

に

持

2

よる環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 258 中小企業事業資金預託事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

資金融資は中小企業の経営安定化が図られている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を

様

見直す（拡
その理由

大

式

・縮小）必要はありま

1

せ
■ ない

んか？

目的を

-

見直すことは出来ない

2

。
事業進展等による環

事

境変化 □ ある
に伴い、

務

目的を見直す（目
その



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 259 商工業活性化補助事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 工業のさらなる成長を支えよう

の位置
基本事業 工業

主管課名 産業課 課長名 廣瀬　敏文
この事務事業の開始時期 平成25年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市の経済振興と市民生活の向上を図るには、市内にお 商工業者の積極的な取り組みにより、市内の活性化、
いて商工業の活性化を推進することが不可欠であり、 経済振興と市民生活の向上のため必要。
そのためには、市内の商工業者による積極的な事業へ  
の取組みに期待する部分が大きい。 事業所等からの意見により令和元年度よりＢＣＰ策定
そこで、市としては、そのような商工業活性化事業に 支援事業及び縁結日イベント事業のメニューを追加
取組む商工業者に対し、補助金を交付し、その支援を  
行うものとする。 店舗等の商工業利用促進。事業所得等の増。新規事業
「SDGsの取り組

令

み：8、9」 所は数年

和

後の増加となる。

市内

 

の商工業者が、商工業

3

の活性化を目的として

年

行う事業に対し、経費

度

の一部を助
R2年度に

（

実施した具体的な 成し

2

た。
事業の方法、手順

年

、指標に対す
る成果等

度

事務事業を取り巻く状

実

況は過去と比べ変化し

施

ているか (1)活動指

分

標（事務事業の活動量

）

を表す指標）

当初より

事

事業採択の項目を追加

務

した分、申請件数が増

事

加し 名称 単位
ている。

業

① 交付決定事業者数 件

目

変 化
②

内 容

対象(

的

この事業の対象、範囲

評

となる人、物) (2)

価

対象指標（対象の大き

表

さを表す指標）

補助金

様

を申請した事業者数 名

式

称 単位
① 補助金申請数

1

件
②

目的(この事業に

-

よって上記対象をどの

1

ような状態にしたいの

記

か) (3)成果指標（

入

目的の達成度を示す指

日

標）

商工業者の負担が

令

軽減される 名称 単位
①

和

補助金交付額 千円
②

結

0

果(上位基本事業の意

3

図) (4)結果の成果

年

指標（上位基本事業の

1

成果指標）

商工業者の

2

資金運用をしやすくす

月

る 名称 単位
① 商工業活

0

性化補助金交付件数 件

8

② 商工会会員数 人

事務

日

事業の各種指標の実績

１

と見込及び目標

H31

事

年度 R2年度 R2年度

務

R3年度 R4年度 R5

事

年度 R6年度
指標 ＼

業

 年度 単位
実績値 計画

の

値 実績値 計画値 目標値

現

目標値 目標値
(1)の

状

① 件 29 35 111 3

　

5 35 35 35
活動指

Ｐ

標 ②
(2)の ① 件 29

Ｌ

35 111 35 35 3

Ａ

5 35
対象指標 ②
(3

Ｎ

)の ① 千円 19,27

及

2 20,000 24,

び

121 20,000 2

Ｄ

0,000 20,00

Ｏ

0 20,000
成果指

事

標 ②
(4)の結果の ①

務

件 29 35 111 35

事

35 35 35
成果指標

業

② 人 925 930 92

名

7 935 940 945

N

950
予算費目 会計 0

o

1 一般会計 款 07 項

.

01 目 02

コスト 年度

2

H31年度 R2年度 R

5

2年度 R3年度 R4年

9

度 R5年度 R6年度
実

商

績値 計画値 実績値 計画

工

値 目標値 目標値 目標値

業

事業費(決算又は予算

活

額)Ａ 単位 18,81

性

6 20,000 24,

化

120 20,000 2

補

0,000 20,00

助

0 20,000

財
源
内

事

訳

 国庫支出金 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
 県支出

政

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

策

 地方債 千円 0 0 0 0

こ

0 0 0
 その他 千円 1

の

8,816 20,00

事

0 24,120 20,

務

000 20,000 2

事

0,000 20,00

業

0
 一般財源 千円 0 0

施

0 0 0 0 0
人件費Ｂ 千

策

円 2,324 2,32

の

4 2,656 2,32

位

4 2,324 2,32

置

4 2,324
正職員従

基

事時間×人数 時間×人

本

175× 4 175× 4

事

200× 4 175× 4

業

175× 4 175× 4

主

175× 4
正職員以外

管

の人件費 千円 0 0 0 0

課

0 0 0
その他の費用Ｃ

名

千円 0 0 0 0 0 0 0
ト

課

ータルコストA+B+

長

C 千円 21,140 2

名

2,324 26,77

こ

6 22,324 22,

の

324 22,324 2

事

2,324
単位あたり

務

コスト ① 千円/件 72

事

9 637.8 241.

業

2 637.8 637.

の

8 637.8 637.

開

8
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

始

(2)の対象指標）②

時

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

期

1

事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

目
その理由

的の追加・

業

拡充又は絞込）

必要は

名

ありませんか？ ■ ない

N

有
効
性

補助制度の積極

o

的な利用増進を進める

.

。
今以上に事業の成果

2

を向上

させる方法を記

5

入して下さ

い。 内　容

9

※(3)の成果指標を

商

向上させる

　ことはで

工

きますか？

補助申請の

業

交付申請の増加。
目的

活

達成状況 内　容

□民間

性

への一部委託 □民間へ

化

の全部委託
市関与の必

補

要性 □指定管理 ■補助

助

金・負担金助成 □市の

事

直営
内　容

　（実施手

業

法） 行政として支援を

２

行う。

効
率
性

統廃合は

評

出来ない。
事務事業の

価

統廃合により、

事業の

　

効率化を図り、成果
内

Ｃ

　容
を向上させる方法

Ｈ

を記入し

て下さい。

現

Ｅ

状より、事業費・人件

Ｃ

費の削減は出来ない。

Ｋ

現状より事業費・人件

目

費を

削減する方法を記

的

入して下

さい。（仕様

妥

の変更、外部 内　容
委

当

託、従事時間の削減等

性

は

できないか？)

公
平

こ

性

直接的な受益者はな

の

し
□ ある □ 現状で適正

事

受益者負担はあります

業

か？

また、受益者負担

の

割合は適 □ ない □ 検討

必

が必要 内　容
正ですか

要

？
■ 受益者がいない

３

性

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

は

Ｏ
Ｎ

商工業活性化補助

薄

金の申請件数は年 基金

れ

終了後も商工業の活性

て

化のため
事業実施上の

得

課題、住 々増加してお

ら

り、事業の継続を望む

れ

、補助制度を継続して

て

実施する必要
民・議会

い

等からの意見 意　見 声

る

も多く、議会において

い

も補助金の 対応策 があ

ま

る。
と対応策 必要性に

せ

ついて意見を求められ

ん

てい
る。
市内の商工業

か

者が、商工業の活性化

。

変更・追加なし
R3年

十

度の事業計画は前 変　

分

更
を目的として行う事

な

業に対し、経費
年度か

成

ら変更・追加は 前年度

果

・
の一部を助成した。

が

あるか 追　加

今後の事

理

業・コスト・成果の方

　

向性 今後の事業の方向

由

性、改革・改善案
※今

得

年度からの具体的な事

ら

業の進め方、手段の見

れ

直し等、各方向性の内

て

容

　　　　　　　　　

い

□　拡大 基金終了(令

ま

和3年度中)後も継続

す

して商工業の活性化
　

か

　　　　　　　　□　

？

改善 のため、補助制度

得

を実施する。
　　　　

ら

　　　　　■　現状維

れ

持 基金終了に伴い、補

て

助事業や補助率の検討

い

を行い、補
　　　　　

な

　　　　□　縮小 助金

い

要綱の改正を行う。
　

事

　　　　　　　　□　

業

統合
　　　　　　　　

進

　□　完了
　　　　　

展

　　　　□　廃止・休

等

止
コストの方向性
　　

に

　　　　　　　→　維

よ

持
成果の方向性
　　　

る

　　　　　　→　維持

環

2

境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 259 商工業活性化補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

商工業の活性化のため、積極的に補助制度の活用が図られて
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

いる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、

様

対象を見直す（拡
その

式

理由
大・縮小）必要は

1

ありませ
■ ない

んか？

-

目的を見直すことは出

2

来ない。
事業進展等に

事

よる環境変化 □ ある
に

務

伴い、目的を見直す（



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 260 企業立地推進事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 工業のさらなる成長を支えよう

の位置
基本事業 工業

主管課名 産業課 課長名 廣瀬　敏文
この事務事業の開始時期 昭和47年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市内に企業を誘致することにより、産業構造の多様化 本市の基幹産業である自動車関連企業が、その活動の
、高度化、地域の活性化並びに雇用機会の拡大を図る グローバル化に伴い、海外進出する中、市内において
。 も産業の空洞化が進んでいる状況となっているため、
また、市内に工場等を新増設する者に対して奨励金を 新たな企業誘致を進める必要がある。
交付する。（令和2年4月1日施行）
愛知県と連携し、産業空洞化に対応するため、２０年
以上市内に立地する工場等を有する企業で、工場、研
究所の新増設等を行う企業に対して、補助金を交付す
る。（平成２７年４月１日制定）
「SDGsの

令

取り組み：8、9、1

和

0」
企業誘致に関する

 

会議、研修等に参加。

3

愛知県企業立地推進会

年

議に負担金を支払っ
R

度

2年度に実施した具体

（

的な た。福田池下地区

2

の開発を開始。福田池

年

下地区の情報提供。
事

度

業の方法、手順、指標

実

に対す
る成果等

事務事

施

業を取り巻く状況は過

分

去と比べ変化している

）

か (1)活動指標（事

事

務事業の活動量を表す

務

指標）

市内への新規企

事

業の立地が少ない。 名

業

称 単位
① 企業誘致会議

目

、研修会への出席 回
変

的

 化
②

内 容

対象(こ

評

の事業の対象、範囲と

価

なる人、物) (2)対

表

象指標（対象の大きさ

様

を表す指標）

市内に工

式

場等を立地した企業 名

1

称 単位
① 企業数 社
②

目

-

的(この事業によって

1

上記対象をどのような

記

状態にしたいのか) (

入

3)成果指標（目的の

日

達成度を示す指標）

市

令

内への企業誘致を促進

和

する 名称 単位
① 補助件

0

数 件
②

結果(上位基本

3

事業の意図) (4)結

年

果の成果指標（上位基

1

本事業の成果指標）

企

2

業の誘致を進める 名称

月

単位
① 増加した企業数

0

事業所
②

事務事業の各

8

種指標の実績と見込及

日

び目標

H31年度 R2

１

年度 R2年度 R3年度

事

R4年度 R5年度 R6

務

年度
指標 ＼ 年度 単

事

位
実績値 計画値 実績値

業

計画値 目標値 目標値 目

の

標値
(1)の ① 回 4 4

現

0 4 4 4 4
活動指標 ②

状

(2)の ① 社 2 2 2 2

　

1 1 1
対象指標 ②
(3

Ｐ

)の ① 件 0 4 1 0 2 2

Ｌ

2
成果指標 ②

(4)の

Ａ

結果の ① 事業所 2 2 2

Ｎ

2 1 1 1
成果指標 ②

予

及

算費目 会計 01 一般

び

会計 款 07 項 01 目 0

Ｄ

2

コスト 年度 H31年

Ｏ

度 R2年度 R2年度 R

事

3年度 R4年度 R5年

務

度 R6年度
実績値 計画

事

値 実績値 計画値 目標値

業

目標値 目標値
事業費(

名

決算又は予算額)Ａ 単

N

位 256 57,914

o

46,971 2,30

.

4 10,804 20,

2

804 20,804

財

6

源
内
訳

 国庫支出金 千

0

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

企

支出金 千円 0 27,0

業

00 22,506 0 0

立

0 0
 地方債 千円 0 0

地

0 0 0 0 0
 その他 千

推

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

進

般財源 千円 256 30

事

,914 24,465

業

2,304 10,80

政

4 20,804 20,

策

804
人件費Ｂ 千円 2

こ

,490 3,486 3

の

,486 2,490 2

事

,490 2,490 2

務

,490
正職員従事時

事

間×人数 時間×人 25

業

0× 3 350× 3 35

施

0× 3 250× 3 25

策

0× 3 250× 3 25

の

0× 3
正職員以外の人

位

件費 千円 0 0 0 0 0 0

置

0
その他の費用Ｃ 千円

基

0 0 0 0 0 0 0
トータ

本

ルコストA+B+C 千

事

円 2,746 61,4

業

00 50,457 4,

主

794 13,294 2

管

3,294 23,29

課

4
単位あたりコスト ①

名

千円/社 1,373 3

課

0,700 25,22

長

8.5 2,397 13

名

,294 23,294

こ

23,294
（ﾄｰﾀ

の

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

事

象指標）② 千円/ 0 0

務

0 0 0 0 0

1

事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

充又は絞込）

必要はあ

業

りませんか？ ■ ない

有

名

効
性

立地優遇制度を改

N

定し、新規に創設する

o

。
今以上に事業の成果

.

を向上

させる方法を記

2

入して下さ

い。 内　容

6

※(3)の成果指標を

0

向上させる

　ことはで

企

きますか？

市内への企

業

業誘致を進める。
目的

立

達成状況 内　容

□民間

地

への一部委託 □民間へ

推

の全部委託
市関与の必

進

要性 □指定管理 □補助

事

金・負担金助成 ■市の

業

直営
内　容

　（実施手

２

法） 市内に新規企業誘

評

致と既存企業の市外へ

価

の流出を防ぐため。

効

　

率
性

統廃合は出来ない

Ｃ

。
事務事業の統廃合に

Ｈ

より、

事業の効率化を

Ｅ

図り、成果
内　容

を向

Ｃ

上させる方法を記入し

Ｋ

て下さい。

現状より、

目

事業費・人件費の削減

的

は出来ない。
現状より

妥

事業費・人件費を

削減

当

する方法を記入して下

性

さい。（仕様の変更、

こ

外部 内　容
委託、従事

の

時間の削減等は

できな

事

いか？)

公
平
性

直接的

業

な受益者はなし
□ ある

の

□ 現状で適正
受益者負

必

担はありますか？

また

要

、受益者負担割合は適

性

□ ない □ 検討が必要 内

は

　容
正ですか？

■ 受益

薄

者がいない

３
改
革
改
善

れ

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

市内

て

事業所から既存工場等

得

が手狭に 指定集積業種

ら

誘致を行い、市外への

れ

事業実施上の課題、住

て

なり拡充したいという

い

意見がある。 事業所転

る

出を防止する。
民・議

い

会等からの意見 意　見

ま

対応策
と対応策

企業誘

せ

致に関する会議、研修

ん

等に参 変更・追加なし

か

R3年度の事業計画は

。

前 変　更
加。愛知県企

十

業立地推進会議に負担

分

年度から変更・追加は

な

前年度 ・
金を支払った

成

。福田池下地区の開発

果

あるか 追　加
を開始。

が

福田池下地区の情報提

理

供。

今後の事業・コス

　

ト・成果の方向性 今後

由

の事業の方向性、改革

得

・改善案
※今年度から

ら

の具体的な事業の進め

れ

方、手段の見直し等、

て

各方向性の内容

　　　

い

　　　　　　□　拡大

ま

既存企業の事業所の転

す

出、廃業等の把握に努

か

めながら
　　　　　　

？

　　　□　改善 、市内

得

に長年立地する事業者

ら

の工場等の新増設等の

れ

再
　　　　　　　　　

て

■　現状維持 投資に係

い

る事業に要する経費の

な

一部を助成することに

い

　　　　　　　　　□

事

　縮小 より、企業等の

業

流出防止及び維持拡大

進

を図っていく。
　　　

展

　　　　　　□　統合

等

また、指定集積業種誘

に

致での手法を提供し、

よ

事業所転
　　　　　　

る

　　　□　完了 出の防

環

止を図る。
　　　　　

境

　　　　□　廃止・休

変

止 企業立地促進奨励条

化

例の制定を目指す。
コ

あ

ストの方向性
　　　　

る

　　　　　↑　増加
成

に

果の方向性
　　　　　

伴

　　　　→　維持

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 260 企業立地推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

工業団地の開発が進んできて企業の誘致を行った。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理

様

由
大・縮小）必要はあ

式

りませ
■ ない

んか？

目

1

的を見直すことは出来

-

ない。
事業進展等によ

2

る環境変化 □ ある
に伴

事

い、目的を見直す（目

務

その理由
的の追加・拡


